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・本調査計画書では、事業者が協定等に基づいて実施している調査や測定を合わせて取扱う

こととしている。 
 
 
・本調査計画書では、機関名称を以下のとおり略称で表示している。 

  福井県原子力環境監視センター ：「福井県」、「県」または「A」 

  日本原子力発電株式会社     ：「原電」または「B」 

  関西電力株式会社        ：「関電」または「C」 
  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 ：「原子力機構」、「機構」または「D」 
 
 
・本調査計画書では、調査地区を以下のとおり区分している。 

  敦賀：敦賀発電所および新型転換炉原型炉ふげんから概ね 10㎞の範囲 

  白木：高速増殖原型炉もんじゅから概ね 10㎞の範囲 

  美浜：美浜発電所から概ね 10㎞の範囲 

  大飯：大飯発電所から概ね 10㎞の範囲 

  高浜：高浜発電所から概ね 10㎞の範囲 

  広域：原子力施設から概ね 30㎞の範囲（一部に福井市など 30㎞以遠の地点も含む） 
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４ 測定法 

各項目の測定分析法は第５表～第７表に示す。また、以下のマニュアル等に準ずる。 

 

空間放射線量率：放射能測定法シリーズNo.17 連続モニタによる環境γ線測定法 

（原子力規制庁監視情報課、1982年制定、2017年12月最終改訂） 

積算線量   ：放射能測定法シリーズNo.17 連続モニタによる環境γ線測定法  

（原子力規制庁監視情報課、1982年制定、2017年12月最終改訂） 

放射能測定法シリーズ No.27 蛍光ガラス線量計を用いた環境γ線量測定法 

（文部科学省、2002年７月制定） 

蛍光ガラス線量計測定マニュアル 

（福井県環境放射能測定技術会議 2007年２月制定） 

浮遊じん放射能連続測定： 

放射能測定法シリーズ No.36 大気中放射性物質測定法 

（原子力規制庁監視情報課、2022年６月制定） 

試料の採取・前処理： 

放射能測定法シリーズ No.16 環境試料採取法 

（文部科学省、1983年制定） 

放射能測定法シリーズ No.13 ゲルマニウム半導体検出器等を用いる機器 

分析のための試料の前処理法  

             （文部科学省、1982年制定） 

放射能測定法シリーズ No.24 緊急時におけるγ線スペクトロメトリーの

ための試料前処理法 

     （原子力規制庁監視情報課、1992年制定、2019年３月最終改訂） 

月間降下物（水盤法）の前処理法 

（福井県環境放射能測定技術会議、1983年３月） 

ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線放出核種分析： 

        放射能測定法シリーズNo.７ ゲルマニウム半導体検出器によるγ線スペク

トロメトリー 

（原子力規制庁監視情報課、1976年制定、2020年９月最終改訂） 

※核データはTable of isotopes 7thおよび測定法シリーズNo.29 初版を使用 

         放射能測定法シリーズNo.33 ゲルマニウム半導体検出器を用いたin-situ 
測定法  

（原子力規制庁監視情報課、2008年３月制定、2017年３月最終改訂） 

放射性ストロンチウム分析： 

放射能測定シリーズ No.２ 放射性ストロンチウム分析法 

（文部科学省、1960年制定、2003年 7月最終改訂）  

プルトニウム分析： 

放射能測定シリーズ No.12 プルトニウム分析法 

（文部科学省、1979年制定、1990年 11月最終改訂） 

トリチウム分析：放射能測定法シリーズ No.９トリチウム分析法 

（文部科学省、1977年制定、2002年７月最終改訂） 
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参考資料Ⅱ－１ 
 

環境中の放射性核種 
 

 環境中で検出されてきた放射性核種は２種類に大別され、一つは天然に太古から存在、または天然

に常に新しく生じているもので、「天然放射性核種」と呼ばれる。もう一つは、人工的に生成された

放射性核種で「人工放射性核種」と呼ばれ、主要なものは核実験や原子力施設内での核分裂によって

生成された核分裂生成物や放射化生成物である。以下に、福井県内で検出されてきた天然放射性核種

と人工放射性核種の２種類を紹介する。 

 

１ 天然放射性核種 

  これは更に、３つに分けられる。 

（１）ウラン系列、トリウム系列（太古以来の系列天然放射性核種） 

 地球誕生時から現在まで壊変（巻末付録「用語の説明」参照）しつくさずに存在する親核種の

ウラン-238(238U：半減期45億年)、トリウム-232(232Th：140億年) などから始まって、その壊変に

よって生れた娘核種が次々と壊変して、図Ⅱ－１、図Ⅱ－２に示すような系列を作っているもの

で、親元素の名前をとってウラン系列、トリウム系列などと呼ぶ。 

 これらの壊変は主に土壌（岩石）の中で行われているが、その系列の途中で気体の核種（ラド

ン：Rn) があるので、これらの一部が空気中に出て行く。大気中浮遊じんを採取後、短時間のう

ちに測定した場合の測定値は、通常このラドンの娘核種の放射能濃度を表すものとなる。 

 主な地点の土壌中のウラン系列、トリウム系列等の放射能濃度を表Ⅱ－１に示す。土壌には、

かなりの濃度の天然放射性核種が含まれており、この土壌の影響を受けた各種環境試料中にもこ

れらの核種は存在し得る。 

 敦賀半島先端部の花崗岩地帯は、これら天然放射性核種の放射能濃度が高くなっている。 
 
  表Ⅱ－１ 土壌中の天然放射性核種放射能濃度の平均値（単位： Bq/kg乾土、  2021年度) 

地区 地   点 カリウム-40 トリウム系列 ウラン系列 

敦賀 浦底・明神町・敦賀発電所北端       940     80 49 

白木 白木（白木・松ケ崎）           1200     120 48 

美浜 丹生・竹波          1200     100 48 

大飯 畑村・宮留                360     21 17 

高浜 小黒飯・神野浦      860     67 39 

福井 福井市原目町       510     27 19 

 

（２）カリウム－40等（太古以来の単独天然放射性核種） 

   寿命（半減期）が極めて長く、太古以来存在するもので、ウランやトリウムのように壊変によっ

て放射性の娘核種を生成しない。従って系列を作らず単独で存在しているもので、カリウム-40 

（40K：半減期13億年）、ルビジウム-87（87Rb：475億年）がこの代表的なものである。１Lの海水

中にカリウム-40は約 10Bq、ルビジウム-87は約 0.1Bq存在する。 

   土壌中には、表Ⅱ－１に示したようなカリウム-40が含まれている。このカリウムそのものは、

動植物の生育に欠かせないものであって、動植物中の放射能の大半はこのカリウム-40によるも

のである。体重 60kgの人では、人体中にカリウム-40が約 4,000Bq含まれている。 

 

（３）宇宙線生成核種 

   宇宙線による原子核反応によって絶え間なく生じている放射性核種で、その代表的なものはト

リチウム（3H：半減期12.3年）、ベリリウム-7（7Be：53.3日）、ベリリウム-10（10Be：151万年）、

炭素-14（14C :5730年）、ナトリウム-22（22Ｎa:2.60年）である。このうち、トリチウムおよびナ

トリウム-22は原子力施設でも生成されるためこの調査計画書の対象核種に加えている。 
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表Ⅴ－２ １Bqの放射性ヨウ素を経口又は吸入摂取した場合の幼児及び乳児の実効線量係数 

 （μSv/Bq) 

核種 
経 口 摂 取        吸 入 摂 取        

   幼児  乳児    幼児    乳児 

 Ｉ－ 131  7.5×10－２   1.4×10－１ 6.9×10－２   1.3×10－１ 

 Ｉ－ 133   1.7×10－２   3.8×10－２ 1.6×10－２   3.5×10－２ 

本表は「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する評価指針（原子力安全委員会、

平成13年3月）」を参照して記載されており、放射性ヨウ素による、年齢に応じた（幼児（～

４才）、乳児（～１才））実効線量を算定する際に用いる。 

表Ⅴ－３ １Bqの放射性ヨウ素を経口又は吸入摂取した場合の成人、幼児及び乳児の 

甲状腺の等価線量に係る線量係数

（μSv/Bq) 

核種 
経 口 摂 取       ＊１ 吸 入 摂 取        

 成人  幼児  乳児  成人  幼児  乳児 

 Ｉ－ 131  3.2×10－１  1.5  2.8  2.9×10－１  1.4  2.5 

 Ｉ－ 133  5.9×10－２  3.3×10－1  7.3×10－１  5.5×10－２  3.0×10－１  6.8×10－１ 

＊１ ICRP Publication 66などのモデルを基に摂取されたヨウ素が体液中から甲状腺へ達

する割合を0.2、化学形を元素状として計算した値である。 

  環境試料の放射性核種の放射能濃度の結果の目安とするために、１年間連日摂取することに

よって、成人の預託実効線量が年間0.05ミリシーベルト(mSv) となる各種環境試料中の放射能

濃度の計算結果の代表例を表Ⅴ－４に示す。 

表Ⅴ－４ 成人の預託実効線量が0.05mSv となる食品中の核種濃度 

大気 

（mBq/m3） 

飲料水 

（mBq/L） 

葉菜＊1 

（Bq/kg生） 

穀類＊1,2 

（Bq/kg生） 

牛乳＊1 

（Bq/L） 

魚類＊1 

（Bq/kg生） 

無脊椎動物＊1 

（Bq/kg生） 

海藻類＊1 

（Bq/kg生） 
22Ｎａ 3,100 16 430 100 210 210 2,100 1,100 
54Ｍｎ 4,100 73 1,900 460 960 960 9,600 4,800 
58Ｃｏ 2,900 70 1,900 440 930 930 9,300 4,600 
60Ｃｏ 200 15 400 96 200 200 2,000 1,000 
134Ｃｓ 310 2.7 72 17 36 36 360 180 
137Ｃｓ 160 4.0 110 25 53 53 530 260 
131Ｉ  410 3.2 86 20 43 43 430 210 
90Ｓｒ 1.8 49 12 24 24 240 120 
3Ｈ ＊３ 340,000 2,900 33,000 7,800 16,000 16,000 160,000 82,000 

１日あたり 
摂取量 

22.2 m3 2.65 L 100 g 420 g 200 mL 200 g 20 g 40 g 

＊１ 葉菜類や魚類等において調理等による減少補正は考慮していない。 

＊２ 摂取量は2017年度国民栄養調査食品群別摂取量（一人１日当たり平均値）の総数を用

いた。 

＊３ トリチウム（3Ｈ）の実効線量係数は、大気及び飲料水については水の1.8×10－８

(mSv/Bq)、葉菜類、穀類、魚類、無脊椎動物及び海藻類については有機物の4.2×10－８

(mSv/Bq)を用いた。 
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参考資料Ⅵ 

大気中水分、雨水（降下物）のトリチウムの評価方法 

【測定の目的・経緯】 

  大気中水分、雨水（降下物）のトリチウムの測定については、1996年度から定期調査として報

告を開始し、2005年度からは、大気中水分を期間調査から月間調査に、雨水を月間調査から期間

調査に変更した。 

トリチウムは表Ⅵ－１に示すように、単位放射能当たりの線量への寄与が他の主要な核種と比

べ数百分の１～数千分の１と小さく、環境安全上大きな問題となるものではないが、放射性ヨウ

素や60Co等の放射性核種の放出がほとんどなくなったことから、環境モニタリングにおいて相対的

にトリチウムの比重が高くなっており、また、希ガスを除けば、定常的に放出される唯一の核種

であるので、定期調査に加えたものである。 

  県内で多数を占める軽水型原子炉施設を例にとれば、気体廃棄物中のトリチウムは、海への液

体廃棄物の放出とは異なり、使用済燃料プールや定期検査時の原子炉キャビティーからの蒸発や

格納容器パージがあるため、ほぼ定常的に発生し、放出される。 

 大気中水分のトリチウム分析は、吸入に伴う内部被ばく線量を把握するためであり、雨水（降

下物）については、雨によるウォッシュアウト（洗い落し）効果によって大気中のトリチウムが

地表にもたらされることや、空気中の水蒸気と地表面に溜まった水とが比較的容易に入れ代わる

こと等から、大気中水分の測定結果を解釈する際の参考として分析しているものである。トリチ

ウムの存在形態としてはHTやT２のようなガス状の存在も考えられるが、環境では速やかにHTO に

変換するとされているので、水分を採取することとしている。

表Ⅵ－１ １Bqを経口または吸入摂取した場合の成人の実効線量係数 （µSv/Bq） 

  経 口 摂 取                吸 入 摂 取            
  3H 1.8 ×10－5 1.8 ×10－5 

 60Co 3.4 ×10－3 (３Hに対する倍数 190) 3.1 ×10－2 (３Hに対する倍数 1,700) 
131I 1.6 ×10－2 (    〃  890) 1.5 ×10－2 (    〃   830) 
137Cs 1.3 ×10－2 (    〃     720) 3.9 ×10－2 (    〃     2,200) 

【試料の採取・測定法】 

 大気中水分は線量率連続モニタの観測局等に設置した除湿器により月毎に採取し、雨水は降下

物の核種分析用の水盤または別の水盤から月ごとに分取して３ケ月分まとめ（集合試料）、蒸留

等の前処理を行ったものを低バックグラウンド液体シンチレーション検出器により測定してい

る。 

【発電所影響の評価法】 

 測定結果はBq/Lで報告するが、大気中水分の吸入による預託実効線量はトリチウムの大気中濃

度（Bq/m３）から求める。このため、大気中水分のトリチウム（Bq/L）に当該期間の平均気温と平

均相対湿度を用いて求めた空気中の水分量（L/m３）を乗じて大気中濃度（Bq/m３）を算出して評価

を行う。 

過去実績（1975～2021年度）の月間最大値として、高浜地区の大気中水分から2007年11月に52 

Bq/Lが検出されている。仮に100Bq/Lのトリチウム濃度の水分を含む空気を成人が年間連続して呼

吸し続けると仮定した場合、表の線量換算係数および１日の呼吸量を用いれば、 

  (100Bq/L× 0.0111L/m３＊) ×22.2m３/日× 365日× 1.8×10－５µSv/Bq＝ 1.6×10－1µSv 

と計算される。これは、発電用原子炉施設周辺の公衆の線量目標50µSvまたは2008年国連科学委員

会報告によるラドン等の吸入による内部被ばく線量1.26mSvと比べ、無視し得る極めて小さな値で

ある。 

なお、大気中水分のトリチウム濃度（Bq/L）は、空気中の水分量が気温や相対湿度によって変

動するため、季節によって３～４倍値が異なることに注意を要する。 

＊ 0.0111L/m３は敦賀特別地域気象観測所における2021年度の平均気温および平均相対湿度を基

に計算した空気中の水分量である。 
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